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○ 過去において長期的にみると、日本経済全体の利潤率と実質長期金利とはおおむ

ね比例関係にあることから、過去１５～２５年間程度の平均の実質長期金利の水準

（２．８～３．４％）に、マクロ経済に関する試算で得られた将来（2008～2032年度）の

利潤率の過去の利潤率に対する比率（０．５５～０．７程度）を乗じることにより、将来

の実質長期金利水準を推計。

※なお、過去の実績をとる期間は、金利自由化後の昭和53（1978）年以降としている。

平成１６年財政再計算の経済前提を設定する際に用いた
長期金利の推計方法

【 基準ケースの場合の実質長期金利の推計結果 】
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実質金利と利潤率の推移
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（注１）利潤率はコブ・ダグラス型生産関数より求まる減価償却後の利潤率の式、「利潤率＝資本分配率×ＧＤＰ÷資本ストック－資本減耗率」を用い、
　　　資本分配率は「１－雇用者報酬（所得）／（固定資本減耗＋営業余剰＋雇用者報酬（所得））」、資本ストックは「有形固定資産」、
　　　資本減耗率は「固定資本減耗／有形固定資産（暦年）」とし、国民経済計算の数値により計算。
（注２）実質金利は、名目金利－ＣＰＩ上昇率により計算。

年度
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営業利益率（対資産）と利潤率の推移
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（注１）利潤率はコブ・ダグラス型生産関数より求まる減価償却後の利潤率の式、「利潤率＝資本分配率×ＧＤＰ÷資本ストック－資本減耗率」を用い、
　　　資本分配率は「１－雇用者報酬（所得）／（固定資本減耗＋営業余剰＋雇用者報酬（所得））」、資本ストックは「有形固定資産」、
　　　資本減耗率は「固定資本減耗／有形固定資産（暦年）」とし、国民経済計算の数値により計算。
（注２）営業利益率（対資産）は、法人企業統計季報により、年度合計の営業利益を、期首及び四半期毎の期末の資産平均で除して計算。
（注３）資産については、「資産合計」と、資産合計から流動資産等を除いた「固定資産」、固定資産から投資その他の資産等を除いた「土地、その他の
　　　有形固定資産、建設仮勘定」、さらに土地を除いた「その他の有形固定資産、建設仮勘定」についてそれぞれ計算。

年度
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総投資率の設定

○ 平成１６年財政再計算では、緩やかな低下傾向にある過去の実績傾向を対数正規曲線により

外挿して設定。
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○

【 総投資率 】

（注）国民経済計算の1979年度以前は６８ＳＮＡ、1980年度以降は９３ＳＮＡ。

前回と同様の手法を用い、新たに判明した過去の実績を織り込んで対数正規曲線を見直すこと

により外挿して設定した結果は、以下のとおり。

（実績）
昭和62 (1987) 29.6%
平成 4 (1992) 30.6%

9 (1997) 28.0%
10 (1998) 25.8%
11 (1999) 25.0% 16年
12 (2000) 25.6% 再計算
13 (2001) 24.1%
14 (2002) 23.0% 25.5%
15 (2003) 23.0% 25.2%
16 (2004) 23.2% 25.0%
17 (2005) 23.7% 24.8%
18 (2006) 24.1% 24.5%

（以下設定値） 　（今回）
19 (2007) 23.0% 24.4%
24 (2012) 22.0% 23.5%
29 (2017) 21.2% 22.8%
34 (2022) 20.5% 22.3%
39 (2027) 19.9% 21.8%
44 (2032) 19.5% 21.4%
49 (2037) 19.0% 21.0%
54 (2042) 18.6% 20.7%

年度 総投資率
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資本分配率、資本減耗率の設定

○ 平成16年財政再計算では、資本分配率および資本減耗率については、 過去10年間※の実績

平均値で一定であるものとして、資本分配率は３７．３％、資本減耗率は８．２％で一定と設定。
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（注）国民経済計算の1979年度以前は６８ＳＮＡ、1980年度以降は９３ＳＮＡ。 43

※ 平成4（1992）～13（2001）年度の１０年間。

過去10年間（平成9(1997)～18(2006)年度）の実績平均値で一定であるものとして、計算したとこ

ろ、資本分配率は３９．１％、資本減耗率は８．９％となった。

【 資本分配率 】
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